「自主的判断に立った合併」を促す特別決議

　経過措置による一年延長はあるものの、平成17年3月末に到来する現行合併特例法の期限を前に、今、全国の町村は、その存亡をかけ苦汁の決断を迫られており、中には、住民同士や関係自治体間に大きな亀裂を招いている例も見受けられる。

　我々は、これまでも繰り返し、合併は、将来にわたり地域のあり方や住民生活に大きな影響を及ぼし、地方自治の根幹にかかる重大な事柄であり、あくまでも関係市町村と地域住民の自主的判断に委ねるべきであると、主張してきた。

しかしながら、政府は、平成12年に閣議決定された行政改革大綱にいう「合併後の自治体数1,000を目標とする」との方針を依然変えず、強力な行政指導の下、都道府県を通じ更に合併を推し進めようとしている。

言うまでもなく、市町村合併は、住民自治の立場に立ったまちづくりのための手段であり、決してそれ自体が目的ではない。まして、一定の数値を目標に合併を半ば強制するということは、自己決定・自己責任の原則に立つ地方分権時代に、あってはならないことである。

このままでは、地域の環境や伝統文化、人々の暮らしや風習など、長い時間をかけて形作られた「日本のふるさと」は確実に消え、そればかりでなく、民主主義の礎である草の根の「自治」は崩壊してしまいかねない。

よって、政府は、町村の実情を熟知する我々の主張に耳を傾け、今後の市町村合併については、「強制」となるような関与は厳に行わないよう、強く要望する。

以上、特別決議する
　　平成16年11月17日
　　　　　　　　第48回町村議会議長全国大会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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